
（別紙）
事業計画書

年　 　月 　　日

認定電気通信事業者名　　
１　事業の名称　　

２　事業の目的　　　

３　事業計画の概要　　

４　計画地の概要　

（１）所在（線路にあっては経過する市町村名を記載）

（２）面積（概数）　　
　
	田
	畑
	小計
	採草放牧地
	その他
	合計

	㌶

	㌶

	㌶

	㌶

	㌶

	㌶



５　計画に関係する農業関係公共事業（事業ごとに記載）

（１）事業主体

（２）施行面積

（３）事業の種類

（４）施行の時期

（５）計画地に関係する面積　　

（６）計画地に関係する施設の種類、数量

（７）その他（開拓事業の場合にあっては、建設事業の有無、種類並びに買収、売渡し及び成功

　　検査年月日

６　調整措置

（１）農業施設との調整措置　

（２）受益面積減による調整措置

（３）農薬散布等農作業に対する障害に関する調整措置　

（４）用地提供者に対する生活再建措置を必要とする場合はその措置

（５）農業振興地域制度上の調整措置

７　調整協議等

	協議先
	担当者名
	協議月日
	協議結果

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※市町村農業委員会及び市町村農業振興地域制度の担当課とは必ず協議を行うこと。

　また、土地改良区の区域内の場合には該当土地改良区とも協議すること。

８　添付図

（１）事業概要図　

（２）農業関係公共事業区域図

                                     　　　　　　                     　　記載説明資料
（別紙）
事業計画書
                                                          　　　　　○○年○○月○○日                                                        認定電気通信事業者名
１　事業の名称　　　○○○○
２　事業の目的      ○○市○○町付近における携帯電話の地域内利用促進
３　事業計画の概要　携帯電話アンテナ基地局新設工事
４　計画地の概要
（１）所在　　　　　○○市○○町○○番
（２）面積（概数）　○○㎡、○○㎡のうち○○㎡　等。
	田
	畑
	小計
	採草放牧地
	その他
	合計

	㌶

	㌶

	㌶

	㌶

	㌶

	㌶



５　計画に関係する農業関係公共事業（事業ごとに記載）
　　～土地改良事業、かんがい排水事業、農業集落排水事業、中山間地域総合整備事業、農地
開発事業（農地開拓事業）　等。
      ※　該当がない場合でも「該当なし」と必ず記載すること
（１）事業主体    例　・○○土地改良区　・（該当なければ）該当なし　等。
（２）施行面積
（３）事業の種類      事業全体について記載すること。
（４）施行の時期
（５）計画地に関係する面積
（６）計画地に関係する施設の種類、数量
（７）その他（開拓事業の場合にあっては、建設事業の有無、種類並びに買収、売渡し及び成功検査年月日）
６　調整措置　　※　該当がない場合でも「該当なし」と必ず記載すること
（１）農業施設との調整措置　
        例（当該事業により、農業施設に影響が出る場合）
　　　　　　・水利組合了承済み　・土地改良区と調整済み　・脱退金支払い済み　等。
　　　　　（該当なしの場合）・土地改良区外により該当なし。　等。
（２）受益面積減による調整措置
        例（当該事業により受益面積が減少する場合）
　　　　　　・○○の方法により調整済み　・上記（１）のとおり調整済み　等。
          （該当なしの場合）・土地改良区外により該当なし。　等。
（３）農薬散布等農作業に対する障害に関する調整措置
　　　　例（当該事業により農作業に影響が出る場合、又はその可能性がある場合）
　　　　　　・周辺農地所有者の了承済み　・農業機械用通路を別途確保済み　等。
　　　　　（該当なしの場合）・○○のため、農作業に対する障害なし。　等。
（４）用地提供者に対する生活再建措置を必要とする場合はその措置
        例　（必要な場合）・○○の方法により補償。
　　　　　　（不必要な場合）・○○のため、必要なし。
（５）農業振興地域制度上の調整措置
        例　・農振農用地除外予定　等。
７　調整協議等
　　　
	協議先
	担当者名
	協議月日
	協議結果

	○○市農業委員会○○係
	○○係
○○ ○○
	○○月○日
	・周辺農地への農作業上の支障なし。
・地権者の農業者年金加入事実なし。
・納税猶予適用あり、適正手続きについて指導を受けた。・・等。　　　　　　

	○○市農業振興課
	○○係
○○ ○○
	○○月○日
	・農振農用地内、除外手続きについて指導を受けた。・・等。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	○○土地改良区
	理事長
○○ ○○
	○○月○日
	・土地改良区脱退について同意を受けた。　等。

	
	
	
	


   ※市町村農業委員会及び市町村農業振興地域制度の担当課とは必ず協議を行うこと。
　　 また、土地改良区の区域内の場合には該当土地改良区とも協議すること。
８　添付図
（１）事業概要図
（２）農業関係公共事業区域図　
